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線状降水帯とは

　線状降水帯とは、複数の積乱雲が列
状に並び、風上側で新しい積乱雲が発
生しながら風下方向に移動する現象が
繰り返し数時間継続することで引き起
こされる集中豪雨を慣例的に指します

（図1）。通常、一つの積乱雲だけでは
災害は発生しません。積乱雲が次々と
通過する場合、数時間持続すると数百
ミリの雨がもたらされ、災害を引き起
こす場合があります。線状降水帯は、
数日間持続する台風とは違って、数時
間程度と短寿命でありながらも記録的
な大雨をもたらします。このため、台
風よりも事前対応が難しく、線状降水
帯に伴う大規模水害からの避難が難し
いという問題があります。従って、線

線状降水帯の観測・予測システム開発
半日～数時間前に線状降水帯の発生予測を可能とする最新水蒸気観測技術

状降水帯の早期発生の予測精度向上は
避難行動等の対応において喫緊の課
題です。線状降水帯の発生予測の成功
の鍵は、風上側の積乱雲の継続的発生
と強雨域の停滞を予測できるかどうか
にかかっています。過去のデータから
統計的に調査した研究によると、積乱
雲の継続的発生及び強雨域の停滞が発
生するためには、積乱雲発生のエネル
ギー源となる水蒸気が大気下層に十分
に存在する必要があると言われていま
す。このため、本研究では様々な水蒸
気観測網を展開し、得られた水蒸気観
測データをリアルタイムで予測計算に
取り込むことで、線状降水帯の発生危
険度を診断できるシステムを開発する
ことをめざします。

水蒸気マルチセンシング観測と
データ同化予測

　従来の水蒸気観測は1日2回全国
16か所で気象庁のラジオゾンデによ
り実施されています。しかし、この水
蒸気観測の時空間分解は、線状降水帯
にとっては粗すぎます。線状降水帯の
予測精度を向上させるために、私たち
は最新の水蒸気観測測器を線状降水帯
が多発する九州地方に整備します。図
2に示すように、洋上の水蒸気観測を
可能とする航空機観測、地表付近の水
蒸気の水平分布を観測できる地上デジ
タル放送波観測、水蒸気の鉛直積算量
を高時間分解能で取得できるマイクロ
波放射計観測、さらに水蒸気の高度分
布を高時間分解能で取得できる水蒸気

線状降水帯による大規模水害が多発している。こうした水害からの早期避難を阻む要因は、
事前に線状降水帯の発生を十分に予測できず、避難に必要なリードタイムが確保できないこ
とにある。半日から数時間前の予測技術を向上させることで、自治体等の避難勧告・指示の
意思決定を支援する情報提供を可能とし、水害からの確実な避難の実現をめざす。
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備すればよいか等の想定実験も行うこ
とができ、最新観測技術の社会実装を
進めるうえでのビジネスモデルの構築
に大きく貢献します。

新しい水蒸気観測が拓く、線状降
水帯対策の在り方を提案する

　気象庁の警報や注意報は、線状降水
帯のスケールに比べると広域に発表さ
れています。効率的な避難のために
は、実際の避難指示に対して意味のあ
る地域区分毎に、雨量予測情報とその
判断基準が同時にリアルタイムで提供
される必要が有ります。この判断基準
をリアルタイムで提供する「線状降水
帯データベース」を構築し、「予測雨
量が数十年に一度の大雨に相当してい
るか」、「そのような雨量が起こった場

ライダー観測を行います。それぞれの
観測精度と運用コストを調査し、社会
実装可能なものを絞り込むことも本課
題の重要なミッションの一つです。こ
うした水蒸気観測を予測に取り込む技
術、すなわち、データ同化技術の開発
にも取り組みます。データ同化手法の
開発は、最新観測による予測精度向上
への貢献を定量化できるだけでなく、
どの程度の密度で水蒸気観測機器を整

合に深刻な災害が過去に一度でも発生
したかどうか」を、避難指示を発表す
る行政区分（具体的には学区区分）ご
との情報（格子解像度1km相当）で
提供します。これらの情報を一元的に
地図上に統合させ、自治体に情報提供
を行う社会実験を2019年から4年間
実施する予定です。自治体のニーズを
踏まえ、現在自治体で運用されてい
る、避難勧告・避難指示の発表までの
タイムラインに、新しい情報をどのよ
うに加えていけばよいかを社会実験の
中で、自治体とともに、また関係省庁
と連携しながら、検討を進め、新しい
線状降水帯対策の在り方を提案したい
と考えています。

逃げ遅れによる死者ゼロ、広域経済の早期復旧を目指して

・水蒸気観測による早期予測の高度化により半日程度前に発生可能性の高い地域を診断
・数時間前に大雨警戒地域の特定⇒予測雨量及び被害推定情報を地図上に統合させ、
水害からの確実な避難を支援する情報を作成する。

sha

研究開発の内容

水蒸気マルチセンシング観測等を用いた高度
予測技術により、半日前～数時間前に災害警
戒地域を特定し、自治体等へ情報発信する。

半日前～数時間前からの確実な避
難を実現させる。関係省庁と連携
し予測技術の社会実装をめざす

線状降水帯は数時間で大雨を
引き起こす。避難が間に合わない
３時間積算雨量（実際）

07/05 12-15時(JST)
最大: 325.0 mm
平均: 14.7 mm

上記雨量の9時間前の予測
07/05 12-15時(JST)
最大: 21.8 mm
平均: 3.7 mm

平成29年7月九州北部豪雨での事例

夜間の避難の回避

計画的な避難へ既存の気象観測網のデータも活用

社会的ニーズ 本課題のコア技術 めざす社会実装

図2　本研究の概要図。コア技術として水蒸気マルチセンシング観測とそれを用いた予測技術を駆使し、半日から数時間前の線状降水帯予測精度向上をめざし、水害からの確実
な避難を実現する。

図1　線状降水帯の三次元構造。白・青・黄・赤の順
番に雨の強さが大きくなる。地図情報は国土地理院地
図（色別標高図）を利用した。


